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価証券報告書のページ数でみると，2001 年に 39 ページであった注記が 2019
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図表 1　連結財務諸表規則に規定される注記事項の一部
条　項　等 注　記　項　目 条　項　等 注　記　項　目
第 13 条第 2項 連結の範囲に関する注記 第 15 条の 8の 2 確定拠出制度に基づく退職給付に関する注記
第 13 条第 3項 持分法の適用に関する注記 第 15 条の 8の 3 複数事業主制度に基づく退職給付に関する注記








第 13 条第 5項 会計方針に関する注記 第 15 条の 10 ストック・オプションに関する注記
第 14 条 連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記 第 15 条の 11
自社株式オプション及び自社の
株式を対価とする取引の注記
第 14 条の 2 会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更に関する注記 第 15 条の 12
取得による企業結合が行われ
た場合の注記




第 15 条の 14 共通支配下の取引等の注記
第 14 条の 4 未適用の会計基準等に関する注記 第 15 条の 15 共同支配企業の形成の注記
第 14 条の 5 表示方法の変更に関する注記 第 15 条の 16 事業分離における分離元企業の注記
第 14 条の 6 会計上の見積りの変更に関する注記 第 15 条の 17
事業分離における分離先企業
の注記




第 15 条の 18 子会社の企業結合の注記
第 14 条の 8 修正再表示に関する注記 第 15 条の 19 企業結合に関する重要な後発事象等の注記
第 14 条の 9 重要な後発事象の注記 第 15 条の 20 事業分離に関する重要な後発事象等の注記
第 15 条 追加情報の注記 第 15 条の 21 子会社の企業結合に関する後発事象等の注記
第 15 条の 2 セグメント情報等の注記 第 15 条の 22 継続企業の前提に関する注記
第 15 条の 3 リース取引に関する注記 第 15 条の 23 資産除去債務に関する注記
第 15 条の 4の 2 関連当事者との取引に関する注記 第 15 条の 24 賃貸等不動産に関する注記
第 15 条の 4の 2 親会社又は重要な関連会社に関する注記 第 15 条の 25
公共施設等運営事業に関する
注記
第 15 条の 5 税効果会計に関する注記 第 15 条の 26 収益認識に関する注記
第 15 条の 5の 2 金融商品に関する注記 第 2章内の条項 連結貸借対照表に関する注記
第 15 条の 6 有価証券に関する注記 第 3章内の条項 連結損益計算書に関する注記
第 15 条の 7 デリバティブ取引に関する注記 第 4章内の条項
連結株主資本等変動計算書に
関する注記





における規定にもとづいて注記情報の内容を概観する。図表 1は，2019 年 6
月 21 日公布（令和元年内閣府令第 13 号）改正の連結財務諸表規則において注
記に関する条項等とその内容をまとめている。なお，個別財務諸表に関する規













































　第 15 条の 2では，合算された連結財務諸表の主要項目（売上高，利益，資
産等）をセグメント別に開示することを要求し，第 15 条の 3以下は，複雑な
会計処理を伴う個別の会計項目や重要な取引に関連するもの，たとえば，リー
ス，金融商品，退職給付，ストック・オプション，企業結合等の関連注記を求
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し資産については，両年度の値に「※」が付けられているため，それを記述す
る XBRL コードには，id 属 性が存在し，その値が前年度について
「IdFact1746487784」，当年度について「IdFact1413698492」となっている。
　図表 4の 5，6 行目は，本表中の内容を注記情報と関係付ける注記番号を記
述するXBRL コードを示している。5，6 行目はそれぞれ，3 つの内容により
構成されている。①の内容から連結貸借対照表の注記情報に関するフットノー
トリングであること，②の内容からフットノートリンクがそれぞれ「※7」，「※1」，











































<link:loc xlink:label="fact" xlink:type="locator" xlink:href="#IdFact
916109761"/>













<link:loc xlink:label="fact" xlink:type="locator" xlink:href="#IdFact
1746487784"/>













<link:loc xlink:label="fact" xlink:type="locator" xlink:href="#IdFact
1413698492"/>

































































































































































さらに展開すると，図表 6のパネル Bに示すように 2つの子項目があり，そ
の一つの項目が連結財務諸表（ConsolidatedFinancialStatementsHeading）と
なっている。パネルBの太線で囲っている連結財務諸表（ConsolidatedFinancial




cialStatementsHeading）を展開すると，図表 7に示す 25 項目の注記情報の段
落が含まれている。
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クされており，その内容が記述されている。6 行目から 10 行目は，詳細タグ


























































































応報告第 35 号，para. 3 と para. 16）。さらに，運営権者は，原則として，公共
施設等運営権の概要，償却方法と交信投資に係る事項について，公共施設等運
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